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 国立研究開発法人土木研究所における公的研究費運営・管理規程  

（平成２７年 ３月３０日規程第３９号）  

（平成２７年 ４月  １日規程第６２号）  

（平成２９年 ３月２９日規程第１０号） 

    （令和  ３年 ３月２５日規程第 ６号） 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、国立研究開発法人土木研究所（以下「研究所」という。）における公的

研究費の運営・管理に関して必要な事項を定め、もって、公的研究費の運営・管理を確保

することを目的とする。 

 

（対象となる研究費） 

第２条 この規程における公的研究費とは、各府省、独立行政法人、地方公共団体等から配

分される競争的研究資金等であって、研究機関における公的研究費の管理・監査ガイドラ

イン（実施基準）（平成１９年２月１５日文部科学大臣決定）において競争的資金等とし

て定義されている文部科学省から配分される競争的資金、文部科学省が所管する独立行政

法人から配分される競争的資金その他の公募型の研究資金をいう。 

 

（最高管理責任者） 

第３条 公的研究費の運営・管理について研究所全体を統括する権限を有し、最終責任を負

う者として最高管理責任者を置く。 

２ 最高管理責任者は、理事長をもって充てる。 

３ 最高管理責任者は、次条に規定する統括管理責任者及び第５条に規定する管理責任者が

公的研究費の運営・管理を適切に行うことができるよう、公的研究費の運営・管理に係る

不正防止対策の基本方針（以下「基本方針」という。）を策定し、必要な措置を講じるもの

とする。 

 

（統括管理責任者） 

第４条 最高管理責任者を補佐し、公的研究費の運営・管理について研究所全体を統括する

者として、統括管理責任者を置く。 

２ 統括管理責任者は、国立研究開発法人土木研究所における役員の事務分掌等に関する規

程（平成２７年規程第１８号）第４条に規定する理事をもって充てる。 

 

（管理責任者） 

第５条 国立研究開発法人土木研究所組織規程（平成１８年規程第１２号。以下「組織規程」

という。）第６条に規定する総務部及び企画部、同規程第９条に規定する技術推進本部及び

研究グループ並びに同規程第１９条に規定する管理部、技術開発調整監、研究グループ及
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び特別研究監（以下「部等」という。）における公的研究費の運営・管理について責任を負

う者として、管理責任者を置く。 

２ 管理責任者は、組織規程１９条に規定する特別研究監、同規程５８条に規定する総括研

究監並びに同規程第８４条に規定する部長、技術推進本部長、技術開発調整監及び研究グ

ループ長をもって充てる。 

 

（副管理責任者） 

第６条 管理責任者を補佐する者として、副管理責任者を置く。 

２ 副管理責任者は、組織規程第８４条に規定する課長、室長及び上席研究員をもって充て

る。 

 

（職名の公開） 

第７条 前４条に規定する最高管理責任者、統括管理責任者、管理責任者及び副管理責任者

を置いたとき、又はこれを変更したときは、その職名を公開するものとする。 

 

（行動規範） 

第８条 最高管理責任者は、国立研究開発法人土木研究所職員就業規則（平成１８年規程第

１号）第２条第１項に規定する職員及び同条第２項に規定する非常勤職員（公的研究費を

申請する者及び執行する者並びに公的研究費の運営・管理に関わる者に限る。）並びに国

立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所職員就業規則（平成１８年独土研寒管第１６号）

第２条第１項に規定する職員及び同条第２項に規定する非常勤職員（公的研究費を申請す

る者及び執行する者並びに公的研究費の運営・管理に関わる者に限る。）（以下「職員等」

という。）の行動規範を策定するものとする。 

２ 最高管理責任者は、職員等に対して、不正行為の防止について意識向上を図るため、研修

会の開催その他必要な措置を講じるものとする。 

 

（誓約書の提出） 

第９条 職員等は、次の各号に掲げる事項を記載した別記様式による誓約書を理事長に提出

しなければならない。 

一 研究所の諸規則を遵守すること 

二 公的研究費の運営・管理に関し不正（以下「不正行為」という。）を行わないこと 

三 研究所の諸規則に違反して公的研究費の運営・管理に関し不正を行った場合は、土木

研究所及び公的研究費の配分機関の処分及び法的責任を負担すること 

 

（公的研究費運営・管理不正防止計画） 

第１０条 最高管理責任者は、公的研究費の適正な運営・管理を徹底するため、基本方針に

基づき、不正を発生させる要因に対応する公的研究費運営・管理不正防止計画（以下「不

正防止計画」という。）を策定するものとする。 
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２ 管理責任者は不正防止計画に基づき、次の各号に掲げる業務を行わなければならない。 

 一 自らが属する部等における不正防止計画に係る実施状況を統括管理責任者に報告する

こと 

 二 自らが属する部等における不正防止計画に基づく講習会等の受講状況の管理監督を行

うこと 

 三 自らが属する部等における公的研究費の運営・管理について監督し、必要に応じ、職

員等に改善を指導すること 

３ 統括管理責任者は、毎年度、不正防止計画の実施状況をとりまとめ、最高管理責任者に

報告するとともに、必要に応じて、管理責任者に対して改善を指導するものとする。 

４ 研究所に不正防止計画の推進を担当する部署（以下「不正防止計画推進部署」という。）

を置く。 

５ 不正防止計画推進部署は、公的研究費に係る事務処理手続きに関するマニュアルを作成

し、その内容について、全ての職員等に周知を図るものとする。 

 

（経理事務の準拠規則） 

第１１条 公的研究費に係る契約、旅費支給、給与・謝金支給等の経理に関する取り扱いは、

別に定める場合のほか、国立研究開発法人土木研究所会計規程（平成１８年規程第１６号）

及び同規程に基づく要領等の規定に準じて取り扱うものとする。 

 

（相談受付窓口） 

第１２条 研究所における公的研究費の使用に関するルール等について、研究所内外からの相

談受付窓口を総務部、企画部、つくば中央研究所、水災害・リスクマネジメント国際セン

ター、構造物メンテナンス研究センター及び先端材料資源研究センターにおいては、会計

課及び研究企画課に、寒地土木研究所においては企画室及び経理課に置く。 

２ 相談受付窓口の場所、連絡先、受付方法等について、研究所のホームページ等を通じて

研究所内外に周知を図るものとする。 

 

（通報窓口） 

第１３条 研究所における不正行為に関する通報を受け付ける窓口は、国立研究開発法人土

木研究所内部通報等に関する規程（平成１８年規程第２０号。以下「内部通報等規程」と

いう。）第３条第１項に規定する通報窓口とする。 

２ 前項に規定する通報窓口及び通報の方法等について、ホームページ等を通じて研究所内

外に周知するものとする。 

３ 内部通報等規程第３条第１項に規定する受付管理者は、不正行為に関する通報を受けた

ときは、速やかに、最高管理責任者へ報告し、最高管理責任者は、通報を受け付けた日か

ら３０日以内に、当該通報の内容の合理性を確認し、調査の要否を判断するとともに、当

該調査の要否を当該公的研究費の配分機関に報告するものとする。また、報道や会計検査

院等の外部機関からの指摘による場合も同様の取扱いとする。 
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４ 最高管理責任者は、前項の通報を受けた場合その他の場合であって、必要と認める場合

は、次条に規定する公的研究費調査委員会を招集し、不正行為に関する調査を行うものと

する。 

５ 第１項の通報があった後の対応等については、内部通報等規程を準用する。 

 

（調査委員会） 

第１４条 不正行為に関して調査を行う機関として、研究所に公的研究費調査委員会（以下、

「調査委員会」という。）を置く。 

２ 調査委員会の調査結果については、配分機関に報告する。 

３ 調査委員会の構成その他必要な事項は、別に定める。 

 

（モニタリング及び監査体制） 

第１５条 最高管理責任者は、公的研究費の適正な運用・管理のため、モニタリング及び監

査が有効に機能する体制を整備するものとする。 

２ 内部監査は、次の各号に掲げる事項に留意して実施するものとする。 

一 会計書類の形式的要件等の財務情報に関するチェックのほか、公的研究費の運営・管

理体制の不備について検証を行うこと。 

二 不正を発生させる要因に応じた内部監査を実施すること。 

三 監事、会計監査人及び不正防止計画推進部署との連携を強化すること 

３ 内部監査について必要な事項は別に定める。 

 

 （雑則） 

第１６条 この規程に定めるもののほか公的研究費の運営・管理に関し必要な事項について

は、別に定める。 

 

 

附 則  

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。  

 

附 則（平成２７年４月１日規程第６２号）  

（経過措置）  

第１条 第９条の規程は、この規程の施行の際現に研究所の職員等である者については、「研

究所に採用後」を「本規程の施行後」と読み替えて適用する。  

第２条 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

  

附 則（平成２９年３月２９日規程第１０号）  

（経過措置）  

第１条 平成２９年規程第９号による改正後の国立研究開発法人土木研究所人事規程（平成１
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８年４月１日付規程第３号）第６条第１項に基づき提出された誓約書は、本規程第９条に

基づく誓約書とみなす。  

第２条 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年３月２５日規程第６号）  

（施行期日）  

第１条 この規程は、令和３年４月１日から施行する。 
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別記様式 

 

 

誓 約 書 
 

 

 

 国立研究開発法人 土木研究所 理事長 殿 

 

 

 

 私は、国立研究開発法人土木研究所における公的研究費運営・管理規程（平成２７年 

 

規程第３９号）第９条の規定に基づき、下記事項を遵守履行することを誓約いたします。 

 

 

 

記 

 

 

１．貴所の諸規則を遵守すること 

 

２．公的研究費の運営・管理に関し、不正を行わないこと 

 

３．貴所の諸規則に違反して公的研究費の運営・管理に関し不正を行った場合は、貴所

及び公的研究費の配分機関の処分及び法的責任を負担すること 

 

 

 

 

                       年   月   日 

 

 

                 氏  名 

 

 


